


附帯契約書（民法改正に伴う書式）提出のお願い 

 

 かねてお知らせしているとおり（令和２年１月３１日付「信用保証委託契約附帯契約書および信用保証委託

契約変更契約附帯契約書の制定について」）、令和２年４月１日から「民法の一部を改正する法律」が施行さ

れることに伴い、令和２年３月２日の保証申込及び条件変更申込には、現行の『信用保証委託契約書』又は

『信用保証委託変更契約書』に加え、『信用保証委託契約附帯契約書』又は『信用保証委託契約変更契約

附帯契約書』（以下「附帯契約書」）の提出をお願いいたします。 

 なお、４月１日に信用保証委託契約書及び信用保証委託変更契約書は附帯契約書の内容を織り込んだ新

書式に改正いたしますので、改正後は新書式でお申込みください。新書式は３月中に送付予定です。 
 ４月１日以降に、改正前の委託契約書でお申込みの場合は附帯契約書の提出が必要です。 

対象 

・令和２年３月２日の保証申込受付分から 
 
・令和２年３月２日の併存的債務引受（委託者の追加）、免責的債務引受 
 （委託者の交替（法人成りを含む）、委託者の相続）及び保証人の加入 
 又は変更にかかる条件変更申込受付分から 

注意事項 

・附帯契約書は、当協会ホームページの金融機関専用ページからダウ 
 ンロードしてお使いください。 
 
・附帯契約書の控えは、コピーをお取り頂き委託者にお渡しください。 
 
・３月１日以前にお申込みいただいた場合でも、当協会の保証決定日（変更 
 決定を含む）が４月１日以降となる場合には、附帯契約書の提出が必要 
 です。 

お問合わせ先 

企業支援課        044-211-0501 

北支所企業支援課   044-850-0055 

経営支援推進課     044-211-0504 



取扱金融機関による確認書（第３号様式）

要件①②④　　年１．５％以内
　　　③　　　　　年１．４％以内

融 資 限 度 額

融 資 期 間

信 用 保 証 料 率 年０．４５０％～０．９５０％（市助成後）

要件①②④　　年１．７％以内
　　　③　　　　　年１．６％以内

　
①最近３か月間又は６か月間の月平均売上高、平均売上総利益（率）及び平均
営業利益（率）のいずれかが、前年又は前々年の同期と比べて減少している。

②主要な取引先からの最近３か月間又は６か月間の月平均受注額が、前年又
は前々年の同期と比べて減少している。

③為替変動の影響により、最近３か月間又は６か月間の月平均売上高が前年
又は前々年の同期と比べて１０％以上減少している。又は平均売上総利益
（率）及び平均営業利益（率）のいずれかが、前年又は前々年の同期と比べて
５％以上減少している。

④取引先の支払条件が変わり、資金繰りが困難になっている。

要 件

３，０００万円 ８，０００万円

５年 １０年

融 資 利 率

１０年型５年型

必 要 書 類

新型コロナウイルスの影響で経営にお困りの中小企業の皆様へ 

 

 新型コロナウイルスの影響により経営に支障が生じている場合、次の要件に該当する方は「不況対策資金」

をご利用いただけます。 

  また、「新型コロナウイルスに関する経営相談窓口」を設置していますので、お気軽にご相談ください。 

※「不況対策資金」の詳しい制度内容等については、川崎市のホームページ『中小企業融資制度について』
をご覧ください。 
 

お問合わせ先 

企業支援課        044-211-0501 

北支所企業支援課   044-850-0055 



創業「いろは」セミナーを開催しました 
 

令和２年２月１９日（水）に、川崎市産業振興財団と共催で川崎市内で創業予定の方及び創業後間もない方

を対象とした『2019年度創業「いろは」セミナー』を開催しました。 

 当日はFujitax Accounting株式会社代表取締役で税理士の藤田智代氏及びNFコンサルティング株式会社

代表取締役で中小企業診断士・社会保険労務士・行政書士の苗代実氏を講師に招き、創業前に準備すべ

きポイント、飲食業を開業する際の留意点等を解説していただきました。 

 また、 参加者が抱える創業に関する悩みや課題について、講師による 

個別相談会も行いました。 

 当協会では、引き続き創業に関する支援を行ってまいります。 

事業承継キホンの「キ」セミナーを開催しました 
 

 令和２年２月１２日（水）に、神奈川県よろず支援拠点及び川崎市産業振興財団と共催で『事業承継キホ

ンの「キ」セミナー』を開催しました。 

 当日は神奈川県よろず支援拠点から中小企業診断士で事業承継士の坪田誠治氏及び税理士の桐澤寛

興氏を講師に招き、事業承継に関する施策や税制等についてご講演いただきました。 

 事業承継に関心がある経営者や後継者、支援機関等多くの方にご参加 
いただき、セミナー終了後のアンケートでは、事業承継への関心の高さを 
伺うことができました。 
 当協会では、引き続き事業承継に関する支援を行ってまいります。 

テクニカルショウ・ヨコハマで経営支援の取組みについて説明しました 
 

 令和２年２月６日（木）に、神奈川県中小企業診断協会のブースで開かれたミニセミナーで、当協会は、企

業のライフステージに応じた支援メニューの紹介や外部専門家派遣事 

業の流れなどを、取組事例を交えながら説明しました。 

 当日は、中小企業や各支援機関等多くの方にご参加いただきました。 



ＢＣＰ訓練を実施しました 
 

 令和２年１月２０日及び２３日に、ＢＣＰ（事業継続計画）訓練を実施しました。 

 今回の訓練は、震災等によりシステムが一定期間利用できなくなったと想定して、信用（変更）保証料算出

を手計算で行い、信用（変更）保証書を手書きで発行するものです。今後もＢＣＰ訓練を通じて、危機管理態

勢の維持・強化に努めてまいります。 

残高証明書発行のお願い 
 

 預金取引のある金融機関には年度末の預金残高証明書の発行をお願いしております。今年度におきまし

ても従来と同様残高証明書の発行にご協力いただきますようお願いします。 

 なお、別途依頼文書を３月中旬に発送いたします。 

  

    お問い合わせ先 総務企画課 044-211-0503 

保証事務説明会について 
 

 当協会では、保証利用の利便性を高めるため金融機関職員向け「保証事務説明会」を開催しております。

説明会では保証申込手続き、経営支援に関するご案内、期中管理に関する留意点等の事務手続きに加え

中小企業支援を連携、協調して行うため意見交換や事例紹介等も行っております。 

 特に、金融機関の若手職員にご参加いただくことで、案件相談をはじめ、連携を高める機会としても有用な

ものと考えております。 

 開催時間等のご要望にも柔軟に対応いたしますので、下記までお気軽にお問合せください。 

 

                       実施金融機関         

                       1/21 川崎信用金庫 中野島支店 

                       2/  4 川崎信用金庫 鹿島田支店 

                       2/  7 川崎信用金庫 梶ヶ谷支店 

                       2/14 川崎信用金庫 柿生支店 

お問合わせ先 

企業支援課 

044-211-0501 

北支所企業支援課 

044-850-0055 

 



単位：千円、％

件数 金額 前年比 件数 金額 前年比

保 証 承 諾 199 2,655,038 90.2 2,203 28,109,769 84.6
保 証 債 務 残 高 - - - 12,420 117,654,132 93.0
代 位 弁 済 8 84,233 68.8 161 1,691,101 115.5
回 収 - 123,527 194.1 - 402,003 110.4

【保証承諾】
保証承諾は2,203件（93.0％）、28,109,769千円（84.6％）で、件数、金額ともに前年を下回りました。

・金融機関別

・業種別

・制度別

【保証債務残高】
保証債務残高は12,420件（93.5％）、117,654,132千円（93.0％）で、件数、金額ともに前年を下回りました。

【代位弁済】
代位弁済は161件（101.3％）、1,691,101千円（115.5％）で、件数、金額ともに前年を上回りました。

１．　金融機関群別保証承諾状況 単位：千円、％

件数 金額 前年比 件数 金額 前年比

都 市 銀 行 130 3,432,150 75.9 107 2,679,223 78.1
地 方 銀 行 136 2,050,274 84.4 117 2,218,299 108.2
信 託 銀 行 0 0 - 0 0 -
第二地銀協加盟行 108 2,161,150 92.6 80 1,311,200 60.7
信 用 金 庫 1,983 25,306,875 99.4 1,887 21,663,599 85.6
信 用 組 合 0 0 - 0 0 -
農 業 協 同 組 合 0 0 - 0 0 -
商 工 中 金 13 272,000 124.5 12 237,448 87.3
日 本 公 庫 0 0 - 0 0 -
そ の 他 0 0 - 0 0 -
合 計 2,370 33,222,449 95.0 2,203 28,109,769 84.6

２．　金融機関群別保証債務残高状況 単位：千円、％

件数 金額 前年比 件数 金額 前年比

都 市 銀 行 1,590 20,301,274 81.0 1,319 16,864,063 83.1
地 方 銀 行 1,210 13,639,240 98.7 1,024 11,878,399 87.1
信 託 銀 行 0 0 - 0 0 -
第二地銀協加盟行 460 5,957,540 70.0 439 5,386,080 90.4
信 用 金 庫 9,916 85,208,297 96.8 9,548 82,464,332 96.8
信 用 組 合 0 0 - 0 0 -
農 業 協 同 組 合 1 232 71.4 1 139 60.0
商 工 中 金 106 1,362,406 82.8 89 1,061,118 77.9
日 本 公 庫 0 0 - 0 0 -
そ の 他 0 0 - 0 0 -
合 計 13,283 126,468,989 92.3 12,420 117,654,132 93.0

前年度月末 当年度月末

各区分別保証状況　　（令和２年１月末）

創業関係【市制度】（108.0％）は前年を上回りましたが、協会制度（57.2％）及び協会一般保証（65.6％）は前年を大きく下回りました。

地方銀行（108.2％）は前年を上回りましが、都市銀行（78.1％）及び第二地銀協加盟行（60.7％）は前年を大きく下回りました。

製造業（113.3％）は前年を上回りましたが、卸売業（73.6％）及び建設業（76.9％）は前年を大きく下回りました。

【資料】

前年度月末 当年度月末

業務概況　　（令和２年１月末）

当月中 年度累計






